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（１）国の動向（学習指導要領改訂） 

○小学校外国語教育  

・平成３０・３１年度 新学習指導要領への移行期間。段階的に先行実施。  

・平成３２年度～   新学習指導要領全面実施。 

○改訂のポイント 

・中学年…「聞く」「話す」を中心とした外国語活動。新規、年間３５単位時間。 

・高学年…「聞く」「話す」に、「読む」「書く」の領域を加え教科として実施。 

現行の年間３５単位時間から年間７０単位時間に変更。 

教科書を使用し、評定を実施。

（２）本市の取組 

 ○低・中学年でのALT活用授業の実施（Ｈ２６年度～） 

○教員の指導力向上を図るため、英語教育中核教員養成のための研修の実施（Ｈ２７年度～） 

○英語教育リーディングスクール事業の実施 

（Ｈ２８年度～光貞小、Ｈ２９年度～新設ひびきの小） 

○管理職の英語教育講習会の実施（平成２８年度） 

○全小学校教員対象の外国語活動指導力向上研修の実施（平成２９年度から３年間実施） 

○先行実施期間の年間カリキュラム作成（平成２９年度中） 

○先行実施期間使用テキストに関する研修会の実施（平成２９年度中） 

○外国語指導助手（日本人）の配置の検討。（※平成２９年度はリーディング校に１名配置） 

○全面実施に向けた評価・評定に関する研修会の実施（平成３０年度中）

英語教育の早期化 

リーディング校の高学年の授業の様子 教員研修の様子 
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＜国の動向＞ 

○ 新学習指導要領解説の総則編において、情報活用能力（情報モラルを含む）が言語能力と同

様に学習の基盤となる資質・能力として位置づけられた。 

○ 情報活用能力の育成を図るため 各学校において コンピュータや情報通信ネットワークなど

の情報手段を活用するために必要な環境を整え，これらを適切に活用した学習活動の充実を図

ることを明記。⇒学習指導要領の総則において ICT環境を整備する必要性が規定されたのは初 

○ 言語活動や体験活動、ＩＣＴ等を活用した学習活動等を充実するよう改善するとともに，情

報手段の基本的な操作の習得やプログラミング教

育を新たに位置付けた。 

○ 学校における ICT 環境整備の在り方に関する有

識者会議の最終まとめについて 

① 第３期教育振興計画における ICT 環境整備目標

（地方財政措置との連動）の設定 

② 「教育 ICT環境整備指針」の策定 

（２９年度目途）に反映。 

【スケジュール】 

H28           H29             H30             H31             H32    (年度) 

＜本市の取り組み＞ 

＜平成 26年度＞ 

門司海青小学校を情報教育推進モデル校に指定し、タブレット型PC４０台を配備した。 

＜平成 28年度＞ 

門司海青小学校、高見中学校（PC 教室のデスクトップ PC をタブレット PC に変更）を ICT リ

ーディングスクールに指定し、２校において授業実践研究を行った。 

＜平成 29年度＞ 

門司中学校（PC 教室のデスクトップ PC をタブレット PC に変更）を ICT リーディングスクー

ルに追加し、3校において授業実践研究を行っている。 

＜平成 30年度＞ 

高見小学校を ICTリーディングスクールに追加し、中学校2校、小学校２校においてタブレット

PC を活用した授業実践研究を行い、その成果と国の「教育 ICT 環境整備指針」の策定を踏まえ

て「北九州市 教育の情報化推進計画」策定予定。 

有識者会議に

おける検討

最

終

ま

と

め

概算要求・

予算編成

教
育
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
指
針

自治体における計画的な 

ICT 環境整備の推進 

第３期教育振興基本計画 

次期学習指導要領

の実施 

教育の情報化 



5 

（１）国の動向 

（学習指導要領改訂）

○ 小学校学習指導要領総則（平成29年3月公示） 

・ 児童がプログラミングを体験しながら，論理的思考力を身に付けるための学習活動を各

教科の特質に応じて計画的に実施する。 

・ 小学校段階でのプログラミング教育はプログラミング言語を覚えたり，プログラミング

の技能を習得したりといったことではなく、論理的思考力を育むことである。 

○ 小学校学習指導要領に示された各教科の例示について 

（第 5学年算数科「円と多角形」） 

コンピュータを活用して正多角形の作図をするプログラミ

ングを体験する。 

（第６学年理科「電気の性質とその利用」） 

目的に合わせてセンサーを使い、モータの動きや発光ダイオ

ードの点灯を制御するなどといったプログラミングを体験

する。 

（総合的な学習の時間） 

カプセルトイの販売機とジュースの自動販売機を比べて、プ

ログラムは「機械の中にあるもの」「機械に人間が考えた動きをさせるための命令である

こと」「効率的に，順序立てた命令文の積み重ねであること」などを理解する。 

 （総 則） 

例示以外の内容や教科等においても，プログラミングを学習活動として実施することが

可能であり，プログラミングに取り組むねらいを踏まえつつ，学校の教育目標や児童の

実情等に応じて工夫して取り入れていくことが求められる。 

（国の施策）

○「小学校プログラミング教育指針」（仮称）の策定（平成２９年度策定 公表予定） 

（２）本市の取組 

＜平成29年度 先行して実施を予定している学校＞ 

○ 北九州市立祝町小学校 

平成 28年度【総務省実証事業】の実績を生かして、プログラミング学習を実施予定 

○ 北九州市立門司海青小学校（ＩＣＴリーディングスクール） 

自立制御型ロボットカーを使用し、高学年にて実施予定 

○ 北九州市立あやめが丘小学校 

九州工業大学との連携で、児童が大学に出向き、プログラ  

ミング学習を体験実施予定 

○ 北九州市立槻田小 

ビジュアルプログラミング言語(Scratch)について学んだ

後、自立制御型ロボットカーを使用する予定 

＜平成30年度＞ 

○ プログラミング教育について実践、研究する事業を検討中

プログラミング教育 

センサーを使った発光ダイオードの制御

Scratch による信号機の制御
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考え、議論する道徳へ 

（１）国の動向（新学習指導要領） 

○ いじめ問題の深刻化、自尊感情の低下など児童生徒の現状と学校の授業実態の課題を改善

するため、平成２７年３月、小学校・中学校学習指導要領の一部改正では、道徳の時間を「特

別の教科 道徳」として位置付けることが明記された。 

○ 小学校では平成３０年度から、中学校では平成３１年度から改正学習指導要領の規定によ

る「特別の教科道徳（道徳科）」が全面実施。 

○ 今回の改正で「考え議論する道徳」へと質的転換を図るため、多様で効果的な指導方法の

工夫や検定教科書を導入し、一人一人のよさを伸ばし、成長を促すための評価を充実させて

いく。 

（２）本市の取組 

○ 本市では、平成３０年度からの小学校での「特別の教科 道徳」の全面実施（中学校は平

成３１年度）に向け円滑な接続を行うため、本年度より（中学校は平成３０年度）「特別の教

科 道徳」の趣旨・内容を踏まえた一部先行実施を行っている。 

※中学校は、内容項目を分割したり、統合したりして整理された。

○ 学習指導要領に示された「道徳科」の学習や評価の在り方については、小・中学校の教育

課程講習会や全員研修会等で伝達し周知。 

○ 質の高い授業の充実のために教師用指導書やデジタル教科書などを活用し、多様な指導方

法の定着と一人一人のよさを伸ばし、成長を

促す評価。       

○ 全市小・中・特支学校の保護者向けにリー

フレットを作成し、「道徳科」についての概

要や学習方法などについて家庭へも周知。 

○ 小学校では、来年度配本予定の教科書を使

用した「道徳科」の授業が効果的にできるよ

うに「北九州スタンダードカリキュラム」の

作成。 

道徳の教科化 

道
徳
の
時
間

● 検定教科書の使用

● 道徳教育の内容を改善

● 評価の充実

（数値での評価は行わず、記述式の評価をする）

教科化により変わること 

（
道
徳
科
）

特
別
の
教
科

道
徳

新しく設けられた内容項目

低学年 

「個性の伸長」「公正，公平，社

会正義」「国際理解，国際親善」

中学年 

「相互理解、寛容」 

「公正，公平、社会正義」 

高学年 

「よりよく生きる喜び」 
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（１）国の動向（新学習指導要領） 

  ○改訂の方向性 

   よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標を共有し、社会と連携・協働しなが

ら、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む「社会に開かれた教育課程」を実現する。 

  ○育成を目指す資質・能力 

   三つの柱で示す。 

・生きて働く知識・技能の習得 

・未知の状況にも対応できる 

思考力・判断力・表現力等の 

育成 

・学びを人生や社会に生かそうと 

する学びに向かう力・人間性 

の涵養  

  ○主体的・対話的で深い学び（「アクティブ・ラーニング」の視点） 

   「アクティブ・ラーニング」の視点は、学校における質の高い学びを実現し、子供たちが学習

内容を深く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたって能動的（アクティブ）に学び続ける

ようにするためのものであり、「学び」の本質として重要となる「主体的・対話的で深い学び」

の実現を目指す授業改善の視点。 

一斉画一的な暗記・再生型の授業      相互交流の多い思考・発信型の授業 

＜知識・技能の暗記、習得＞              ＜汎用的能力の獲得＞  

＜既存知識の安定的再生＞             ＜新しい知識の創造と行動＞ 

（２）本市の取組 

・アクティブ・ラーニングを研究していく学校の指定（アクティブ・ラーニング推進事業） 

・教育センター研修［ＡＬの視点に立つ授業改善講習等］の見直し 

 ・「『わかる授業』づくり５つのポイント」の徹底（全員研・学力向上推進教員の活用） 

アクティブ・ラーニング 
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（１）国の動向（新学習指導要領） 

○改訂の方向性 

「よりよい学校教育を通じてよりよい社会を創る」という目標を学校と社会が共有し、社会と

連携・協働しながら、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育む「社会に開かれた教

育課程」を実現する。 

そのために、各学校において、必要な教育内容をどのように学び、どのような資質・能力を

身に付けられるようにするかを明確にする「カリキュラム・マネジメント」が一層重要。 

○「カリキュラム・マネジメント」とは 

教育課程に基づき組織的かつ計画的に各学校の教育活動の質の向上を図っていくこと。 

○「カリキュラム・マネジメント」の３つの側面 

・児童や学校、地域の実態を適切に把握し、教育の目的や目標の実現に必要な教育の内容等

を教科等横断的な視点で組み立てていくこと。 

・教育課程の実施状況を評価してその改善を図っていくこと。 

・教育課程の実施に必要な人的又は物的な体制を確保すると共にその改善を図っていくこと。

 ○各学校におけるカリキュラム・マネジメントの確立とその効果 

（２）本市の取組 

 ・学校のＰＤＣＡサイクルを可視化し動かす、スクールプランの作成・実施・改善 

・教育委員会指導部課長及び指導主事による、学校訪問を通した各校のカリキュラム・マネジ 

メント現状把握と指導・助言 

 ・カリキュラム・マネジメントを推進する中核となる学校に関する検討 

  ※カリキュラム・マネジメント推進モデル校事業に関する検討 

【夏季休業日等の見直し】※カリキュラム・マネジメント関連項目 

   次期学習指導要領の本格実施時の時数増への対応や臨時の休みによる授業時数の欠時に対

応するため、平成 31 年度より、北九州市立の幼稚園、小学校、中学校、特別支援学校の夏

季休業日の6日間短縮及び冬季休業日の1日間延長を行う。 

カリキュラム・マネジメント 


